
１　日本企業の強みとは

　ビジネスの海外展開とともに、グローバル人材育成

に対するニーズは増加する一方です。「グローバル展

開は事業部・各拠点まかせ」では済まない状況となり、

グローバルビジネス戦略と人事施策の一体化がますま

す求められることになります。

　筆者は過去15年にわたり国内外でグローバル人事

制度の設計やマネジメント研修を日本語、英語、中国

語の３カ国語で行っており、研修参加者の出身国は

20カ国を超えますが、そこで見えてきたことは「成

果主義でなければいけない」、「人材育成は全体底上げ

よりも、一部の人間を選抜して行わなければならな

い」、「（離職率が高いので）短期主義でなければいけ

ない」など、世間で言われている「グローバル観」と

は必ずしも一致しない現実です。

　「グローバル展開をするのだから日本流を捨てなけ

ればいけない」という認識のもとに、本来自社がもっ

ている「強み」を捨て、易きに流れて行ってしまう企

業もあるようですが、本当にそれでいいのでしょうか。

この点に関連し、柳川範之東京大学大学院教授は、以

下のような指摘をしています。

　海外に進出したとしても、いきなり外国企業にな

れるわけではない。グローバルな競争を生き抜くた

めには、むしろ日本的な特徴を生かした戦略や開発

が求められるのだ。それでは、日本的な特徴、そこ

からくる日本企業の強みとはなんだろうか。この点

を考える上で、重要なキーワードは「まねしにくい

ものは何か」である。

（中略）

　そこで重要となってくるのが、「文化」である。　

日本の文化は他国には簡単にはまねできない。グ

ローバルに戦う必要があるからこそ、日本の文化に

立脚した戦略や開発が一層必要になってくるので

はないだろうか（注１）。

　筆者はこの意見に同意します。では、「文化」とは

なんでしょうか。日本で「文化」というと真っ先に頭

「世界で通用する日本型組織」をテーマに活
動。クライアントは、日本を代表する大手企
業を中心に多岐にわたる。政府関係機関の有
識者会議委員、大学院講師なども務める。グ
ローバル人事制度の設計のほか、マネジメン
ト研修を日本語、英語、中国語の３カ国語で
行い、参加者の出身国は20カ国以上に上る。
著書に『外国人社員の証言　日本の会社40
の弱点』（文藝春秋）。日本人駐在員、ローカ
ル社員向けのオンライン研修「グローバルマ
ネジメント基礎講座」を監修。

こだいら　たつや

みんなが成長する
組織のつくり方

グローバルマネジメント
礎基 講 座

人事担当者への10の質問
（その１）

グローバル人材戦略研究所 所長

小平達也

第 １ 回
新連載
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ジネスのみならず、陸続きのカンボジア・ラオス・ミャ

ンマーなど周辺国にサプライチェーンマネジメントを

拡大・統括する戦略拠点としての位置づけが高まるこ

ととなります。そうなると、タイ人のリージョナル人

材を育成・輩出していくことが求められるようになる

ことも出てきます。これらは一般的な企業動向ですが、

自社の場合の強み、主要マーケット、今後の見通しは

把握されていますか。

３　�自社における「グローバル人材」の定義ができ
ていますか

　そもそも「グローバル」という単語は「全世界の」「世

界規模の」という意味ですが、ビジネスの世界では、

①海外各国・各拠点（アウェイ・ローカル)、②イノベー

ション、技術革新、③ダイバーシティという３つの異

なる要素がこの言葉に詰め込まれているようです（図

表２）。一例ですが、もし中国など主要な海外市場・海

外拠点が１つあり、そこでのビジネス拡大ということ

であれば、実はグローバルでなく単なる中国ビジネス

に浮かぶのが、お茶や生け花でしょうか。最近ではクー

ルジャパンと称される日本のサブカルチャーなどもそ

うかもしれませんが、「国籍、地域、民族、宗教、言語、

性別、世代、地位等を同じくする集団がもつ、特定の

感じ方、考え方、行動のパターン」と「文化」を定義

することができます。

　では、われわれ日本企業としての組織文化とはどの

ようなものでしょうか。そしてそれは、グローバルな

競争において、その担い手である人材を国内外で引き

寄せ、留めうるものなのでしょうか。このような問題

意識のもと、本連載ではビジネスのグローバル展開に

おいて「日本企業としての自社」の人材育成における

「強みと課題」を整理・把握し、「強み」に磨きをか

けるとともに「課題」を乗り越えていくための考え方、

事例、手法を紹介していきたいと思います。

２　人事担当者への10の質問

　今回は第１回として、みなさんに図表１のような10

の質問をさせていただきたいと思います。

　この10の質問は、筆者が人事向けセミナー等でお

話しさせていただく際に、参加者に投げかけているも

のです。本連載では折に触れ、これらにも言及してい

きたいと思いますが、オリエンテーションを兼ねて、

今回と次回の２回にわけて、簡単に解説をしていきま

しょう。

１　�現在の自社の強みは何ですか（主要なマーケッ
トはどこですか）

２　�５年後、いまもっている強みで勝負できますか
（主要なマーケットはどこですか）

　これらは、文字どおり自社の強みと主たるマーケッ

トを理解・把握できているかという質問です。日本企

業の海外現地法人における売上高シェアは大きい順に

アジア（48.6％）、北米（30.2％）、欧米（14.2％）

となっています。全世界で雇用している従業員数は

394.3万人いますが、このうちアジアの従業員シェア

は71.5％に上っています（注２） 。

　さらに、今年（2015年）はASEAN加盟国の域内関

税が原則ゼロとなり、たとえばタイでは従来の国内ビ

１　�現在の自社の強みは何ですか（主要なマーケッ
トはどこですか）

２　�５年後、いまもっている強みで勝負できますか
（主要なマーケットはどこですか）

３　�自社における「グローバル人材」の定義ができ
ていますか

４　�自社における「人材育成」の定義ができていま
すか

５　�事業計画に対応した「人材プールづくり」はで
きていますか

６　�駐在員向けの赴任前、赴任後研修はできていま
すか

７　海外拠点に対する人事監査はできていますか

８　�ローカル社員の管理職への登用・育成に関し、
本社としてガイドラインや研修プログラムを提
供していますか

９　�最近、人事として経営層に対してグローバルを
見据えた提言・提案はしましたか。

10　�トップは自社の人事制度・特徴を社内外で語りま
すか

図表１　人事担当者への10の質問
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に分けることができますが、自社における人材育成の

定義はできていますか。

①�個人の能力を高め、将来にわたる貢献可能性を高め

るため

②�組織能力を高めるため（組織が継続的に新しい戦略

を構築し、それを効果的・効率的に実施していく力

をつける）

　また、「人材育成イコール研修」と思われる方も多

いかもしれません。もちろん、研修は知識の習得とい

う点で必要不可欠です。この重要性を十分踏まえたう

えで、人材育成の手法としては「Ｏff-JT研修」以外に

「自己啓発」、「OJT」、「目標設定・評価」、「異動」も

含まれることを押さえておく必要があります（図表３）。

　とくに海外のローカル社員や日本国内にいる外国籍

社員の方々は「人材育成イコール研修」と認識をして

いる傾向が強く、さらには「外部研修を受講イコール

キャリア形成」という理解となってしまっている方も

みられます（研修受講後に離職、などはまさにこのパ

ターンです）が、日本企業における人材育成は ―― 業

ということになり、中国独特のローカル商習慣や労働

事情を踏まえればそれでよいということになります。

　②のイノベーション、技術革新は文字どおりの意味

ですが、留意すべきは③のダイバーシティでしょう。

日本ではダイバーシティというと「女性の活躍」等と

とらえられがちですが、本来は「国籍、地域、民族、

宗教、言語、性別、世代、地位」等があり多様なもの

です。「文化」については上述しましたが、ダイバー

シティのマネジメントとはまさに「異文化のマネジメ

ント」と言い換えることができます。

　以上のとおり、３つの異なる要素が詰め込まれてい

る「グローバル」という言葉ですが、いきつく先は海

外のどこか、ということではなく、われわれの足元に

ある女性、シニア、障害者、日本で働く外国籍社員な

ど多様な人材のマネジメントでもあるという点を押さ

えておくべきだと思います。そのうえで「グローバル

人材」の定義・対象は国内・海外において、次のよう

に６種類に分類をすることができます。

◇国内：①日本人社員のグローバル化、②外国人留学

　生などの海外人材、③受入出向社員（インパトリエ

　ット、逆出向）

◇海外：①海外赴任者（エクスパトリエット）、②現

　地社員、③現地社員（第三国での活用）

　産労総合研究所が行った調査結果によると「グロー

バル人材の定義」をしている企業は12.4％にとどまって

います（大企業は27.1％）。自社における「グローバル

人材」がいずれに該当するか、もしくはその優先順位を

明確化し、社内で共有することが求められます（注３）。

４　�自社における「人材育成」の定義ができてい
ますか

　人材育成の目的は、次のとおり、大きく２種類（注４）

図表２　そもそも「グローバル」の意味するものは…

各国・各拠点の展開（アウェイ・ローカル）
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図表３　多様な人材育成の手法と特徴

手　法 特　徴

研　修
階層別研修やスキル研修、リーダーシップ研修、キャリア研修など多岐にわたる。企業の考え方によっ
て全体底上げ型か選抜型かに分かれる。

自己啓発 仕事に関する知識を読書、外部研修への参加等により自主的に向上させるもの。

OJT 職場における業務への「部分最適」をめざす。

目標設定・評価 期初に設定した目標達成を期末に評価。業績管理だけでなく本人の成長を促し、共有する手法。

異　動 事業部門や全社における「全社最適」をめざす。
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界にもよりますが ―― 一般的には長期の時間軸のな

かで多様な手法があることを押さえ、伝えておいたほ

うがよいでしょう。

５　�事業計画に対応した「人材プールづくり」は
できていますか

　事業計画に基づいた採用・育成ができているか、と

いう質問です。中期的な経営計画に基づき、Ｘ年後に

どこで、どのようなポジションを任せられる人間がど

れくらい必要か、ということを踏まえて採用・育成計

画を立てていくべきです。とくに海外駐在員となると、

海外要員としてだけでなく次世代リーダーとしての

プールにもなってきています。

　一方で、これら要員として一番脂の乗った30～40

代の社員は、近年では親の介護や子供の教育等家庭の

事情で会社の意向どおり赴任できないケースも増えて

きています。これらの事情を踏まえると、必要要員数

の1.5～２倍ぐらいを想定して、余裕をもった「人材プー

ルづくり」をしておくことが肝要になります。

　近年、企業経営においてもレジリエンス（Resilience

＝復元力・弾力性）」という言葉が使われるようになっ

てきましたが、「レジリエンス」とは外力による歪みを

跳ね返す力のことであり「困難な状況においても、し

なやかに適応していく力」のことです。制度論として

はBCP（事業継続計画）等、整備を進めている企業は多

い（注５～７）のですが、余裕をもった「人材プールづ

くり」も組織のレジリエンスを高めることとなります。

◇

　次号では、残りの５つの質問について解説します。

（注）

１．�柳川範之「経済を見る眼」（『週刊東洋経済』2014年10月4日

号、東洋経済新報社）

２．�平成26年6月末実績。経済産業省「海外現地法人四半期調査（平

成26年4－6月期）」平成26年9月24日

３．�「第6回　人事制度等に関する総合調査」産労総合研究所『人

事実務』2014年５月号

４．�守島基博（2004）『人材マネジメント入門』日本経済新聞社

５．�京都大学大学院教授・安倍内閣官房参与の藤井聡氏は、著書『レ

ジリエンス・ジャパン　日本強靭化構想』(2013 飛鳥新社）

においてレジリエンスの三要素として以下をあげている。

　　・どんな危機に遭遇しても「致命傷」を負わない

　　・その危険による「被害を最小化」する

　　・受けた被害を「迅速に回復」させる

６．�複数の未来像をオプションとして考慮する「シナリオプラン

ニング」では外部環境を対象とする。そのうえで各シナリオ

に対処するための自社戦略を考えていく。

７．�個人の観点からレジリエンスを可能にするという点について

は世界的な心理学者であるサルバドール・R・マッディが著

名である。著書に『仕事ストレスで伸びる人の心理学』（2006 

ダイヤモンド社）等がある。

読者
特典
３名の方にオンライン研修
「グローバルマネジメント基礎講座」を無料提供します！

　グローバル人材戦略研究所では、オンライン研修「グ
ローバルマネジメント基礎講座」を日本語・英語・中
国語で提供しています。本連載の特典として、毎号抽
選で３名の方に日本語版を無料で提供させていただき
ます。ご希望の方は「企業と人材」編集部まで、以下
の項目をご記入のうえ、メールでお申し込みください。
❶会社名　❷所在地　❸部署・役職名　❹氏名
❺電話番号　❻その他、ご質問など
■編集部メールアドレス：edt-e@sanro.co.jp

ローカル社員の連名
で、駐在員の「帰国要
求」のレターが本社へ
届きました。
さあ、どう対応する？

第３講「コミュニケーション
（異文化社員の適応）」から

事例「帰国要求が突きつけられた駐在員」
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